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令和 3 年度 令和 12

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞

計 画 給 水 人 口 10,447

現 在 給 水 人 口 7,227法 適 （ 全 部 ・財 務）
・ 非 適 の 区 分

法適用（全部）

㎥／日

昭 和 54 年 4 月 1 日

83.46

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※複数選択可

浄水場設置数

配水池設置数

1

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 4,800

事業の現況

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 65.3

施 設 数

用途別とし、基本料金及び超過料金を設定している。

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

白糠町

水道事業

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

0.116

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 28 年 9 月 1 日

水 源

別添１－1

白糠町水道事業経営戦略

千ｍ

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

料金

用途 水量 料金

4立法メートルまで 1,603円 ―

8立法メートルまで 1,980円 220円

7立法メートルまで 3,204円 ―

15立法メートルまで 3,960円 220円

30立法メートルまで 3,300円 99円

100立法メートルまで 15,840円 176円

超過料金1立法
メートルにつき

基本料金（1か月につき）

家事用

業務用

農業用

浴場用



④ 組　織

（２）

（３）経営比較分析表等を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）

（２）

これまでの主な経営健全化の取組

　平成30年度の機構改革により簡易水道課及び上下水道課と統合し、人件費の抑制を図るとともに、その他の経費についても削減に努め
るなど、給水収益が減少していく中でも健全な事業運営に取組んでいる。

給水人口の予測

　別紙平成３０年度決算経営分析比較表参照

　過去７年間の用途別の給水戸数及び有収水量の推移を見ると家事用では毎年減少傾向だが、令和元年度の業務用及び農業用の実績では
増加している。また、今後、業務用の給水戸数（新設など）の増加も見込まれることから、家事用が減少傾向ではあるものの、全体とし
ての水需要は令和元年度実績と同等程度の推移を予測している。

水需要の予測

　過去10年間の実績から、修正指数曲線式（ｙ＝Ｋ-ａｂ＾ｘ）により推計し、令和12年度には6,310人と予測している。

　※修正指数曲線式とは飽和値Ｋに漸近する上方漸近方式。
　　ｙ＝水系年度の値
　　ｘ＝基準年から経過年数に対応する値
　　ａ、ｂ、Ｋ＝定数

単位：人

年　度 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

実績値 8,944 8,712 8,453 8,235 8,046 7,798 7,713 7,501 7,412 7,227

修正指数曲線式 8,703 8,460 8,237 8,034 7,847 7,676 7,519 7,376 7,244 7,124 7,014 6,913 6,820 6,735 6,657 6,586 6,521 6,461 6,406 6,356 6,310

用途別給水戸数及び有収水量

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

戸　　数 3,473 3,425 3,369 3,325 3,311 3,269 3,233
有収水量 482,258 470,129 463,102 454,887 450,826 443,787 442,173
戸　　数 464 461 456 450 448 441 437
有収水量 343,105 344,505 337,552 333,817 320,844 317,841 323,662
戸　　数 33 33 31 30 29 28 26
有収水量 78,539 81,931 79,045 78,186 79,898 75,789 76,712
戸　　数 0 0 0 1 1 1 1
有収水量 0 0 0 8,338 9,425 11,628 9,726

戸　　数 3,970 3,919 3,856 3,806 3,789 3,739 3,697
有収水量 903,902 896,565 879,699 875,228 860,993 849,045 852,273

用　　途

合　計

家事用

業務用

農業用

浴場用

【組織体制】 【年齢構成】

年　代 人　数
10代 1人
20代 4人
30代 1人
40代 3人
50代 2人
60代 1人

係　長 1名 係　長 1名 主　査 1名 合　計 12人
主　事 1名 主　事 1名 主　任 2名

主　事 1名

工務給水係 業務係浄水係

水道部長

水道課長

水道課主幹　2名

簡易水道事業及び
下水道事業を兼務



（３）

（４）

３．経営の基本方針

　安全で安定した水を供給するため、計画的に水道施設の整備、更新を取り進めるとともに健全な事業運営に努める。

料金収入の見通し

　給水収益はこれまで減少傾向だったが、「２．（２）水需要の予測」と同様に、業務用での給水収益の増加が見込まれることから、令
和元年度実績と同等程度の推移を予測している。

　水道事業のほか、簡易水道事業及び公共下水道事業も兼ねており、現状の１２名体制を維持。

組織の見通し

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度
給 水 収 益 （ 千 円 ） 193,817 192,412 189,497 187,204 187,555
経常収支 比率（ ％） 104.58% 102.09% 104.08% 108.97% 110.19%
料 金 回 収 率 （ ％ ） 106.68% 104.81% 102.81% 108.00% 109.00%



４．投資・財政計画（収支計画）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

企 業 債

職員給与費については、現職員数で見込んでいる。
動力費については、平準化すべく見込んでいるが、電力価格の変動に留意しつつ、新電力会社の活用も検討していく。
修繕費については、量水器取替の他、経年劣化が見られる配水管等の修繕を見込んでいる。
材料費ついては、これまでの量水器取替工事において平準化を図っていることから、今後も同様に見込んでいる。

　毎年、進捗管理（モニタリング）を行うとともに、概ね５年毎に見直し（ローリング）を行
い、経営戦略の事後検証、改定等を行う予定である。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

　現在、浄水場１か所、配水池２か所により安定した水の供給を行えていることから廃止・統
合の検討は行っていない。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　大口径管の配水管更新工事において水需要や、配水能力等を考慮し、必要に応じて管径の縮
小を検討しながら合理化を図る。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 (*2) に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 　特になし

　借入予定なし

　繰入予定なし

　北海道水道広域化推進プランの策定に向けた地区別検討会議、釧路上下水道事業研究会等に
参加し、情報収集や意見交換を行ってきているが、現時点では広域化の予定はない。

①　収支計画のうち投資についての説明

広 域 化

　現在の料金体系で健全経営が図られる見込みであることから、現段階では料金改定の検討は
していない。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

　特になし

そ の 他 の 取 組 　特になし

目 標 計画的な配水管の更新

目 標 適正な料金収入を維持し健全経営に努める。

②　収支計画のうち財源についての説明

配水管整備費については、内部留保資金の確保も考慮し、計画的に配水管更新工事を実施することで費用の平準化を図る。

料金収入は「２．（３）料金収入の見通し」のとおり見込み維持することで、中・長期的な投資に対する財源を確保する。
企業債、国庫補助等の収入は見込んでいない。

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

繰 入 金

　活用しない

　令和３年度までに浄水場等、施設の更新・整備が完了することから、令和４年度以降は適正
な維持管理に努めるとともに、優先的かつ計画的な配水管の更新工事に努め、施設・設備の長
寿命化を図る。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
北海道　白糠町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

773.13 10.24 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A8 非設置 7,918

－

- 89.99 94.77 4,536 7,412 73.40 100.98 【】

全体総括

 純利益は前年度より増加し、ある程度の積立金は
保有しており、流動比率や企業債残高対給水収益比
率が示すように支払能力、債務残高も類似団体平均
値、全国平均値と比較しても良好な状態であること
から、現在のところ経営状態は問題なしと判断しま
す。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

 経常収支比率は前年度より増加し経営の改善が図
られ、料金回収率は前年同様１００％を超えてお
り、経営状態は健全であると判断されます。
また、施設利用率については、類似団体平均値、全
国平均値を上回っており、施設の効率性が十分に図
られていると判断しますが、一方で有収率は前年度
より低下してため、漏水対策を講じ、有収率の向上
に努めます。

2. 老朽化の状況について

 設備更新は、令和３年度までの整備計画により随
時取り進めて行く予定です。また、管路についても
経年劣化率が高いことから、敷設後４０年を経過し
た管を優先して、計画的に更新を行うこととしてい
ます。

2. 老朽化の状況
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H26 H27 H28 H29 H30
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H26 H27 H28 H29 H30

当該値 4.09 5.42 22.59 22.60 24.09

平均値 9.86 11.16 12.43 13.58 14.13

①経常収支比率(％)
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0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00
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当該値 111.67 106.68 104.81 102.81 108.00

平均値 93.66 92.76 93.28 87.51 84.77

180.00
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190.00

195.00

200.00

205.00

210.00

215.00

220.00

225.00

230.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 196.52 206.54 209.74 214.08 204.16

平均値 208.21 208.67 208.29 218.42 227.27
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66.00

68.00
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74.00

76.00

78.00

80.00

82.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 75.35 76.40 76.43 69.69 69.81

平均値 79.48 79.30 79.34 78.65 77.73

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 189,151 144,053 191,197 187,045 187,045 187,045 187,045 187,045 187,045 187,045 187,045 187,045
(1) 187,555 140,909 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545 184,545
(2) (B) 0 975 4,834 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
(3) 1,596 2,169 1,818 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500
２． 23,388 77,610 21,791 21,547 21,204 20,670 20,448 15,120 13,545 13,484 13,087 12,525
(1) 0 52,331 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 52,331 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 20,550 22,805 19,536 19,467 19,124 18,590 18,368 13,040 11,465 11,404 11,007 10,445
(3) 2,838 2,474 2,255 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080 2,080

(C) 212,539 221,663 212,988 208,592 208,249 207,715 207,493 202,165 200,590 200,529 200,132 199,570
１． 191,592 198,659 209,272 199,543 199,543 199,543 199,543 191,907 192,307 192,307 192,307 192,507
(1) 36,551 38,710 39,288 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

17,840 18,086 17,814 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18,711 20,624 21,474 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 20,000
(2) 66,527 69,366 77,124 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

16,059 16,068 17,349 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000
17,530 19,773 20,185 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000 17,000
4,763 6,410 6,958 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

28,175 27,115 32,632 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000 26,000
(3) 88,514 90,583 92,860 94,543 94,543 94,543 94,543 86,907 87,307 87,307 87,307 87,507
２． 1,289 1,494 2,870 2,730 2,602 2,474 2,345 2,215 2,084 1,952 1,844 1,818
(1) 1,289 1,164 1,038 912 784 656 527 397 266 134 26 0
(2) 0 330 1,832 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818 1,818

(D) 192,881 200,153 212,142 202,273 202,145 202,017 201,888 194,122 194,391 194,259 194,151 194,325
(E) 19,658 21,510 846 6,319 6,104 5,698 5,605 8,043 6,199 6,270 5,981 5,245
(F)
(G)
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

19,658 21,510 846 6,319 6,104 5,698 5,605 8,043 6,199 6,270 5,981 5,245
(I)
(J) 573,778 576,103 540,662 559,511 578,362 597,211 616,061 616,728 617,397 618,067 623,713 636,288

5,813 5,838 6,901 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000
(K) 26,893 30,269 29,928 30,263 30,392 30,521 30,651 30,781 30,912 16,952 10,050 10,050

19,833 19,960 20,086 20,213 20,342 20,471 20,601 20,731 20,862 6,902 0 0

3,092 6,330 5,817 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 189,151 143,078 186,363 186,045 186,045 186,045 186,045 186,045 186,045 186,045 186,045 186,045

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

令和3年度

営 業 収 益

令和4年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第 22 条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第 15 条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８． 3,470 5,242 19,668 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 46,420 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 49,890 5,242 19,668 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(B)

(C) 49,890 5,242 19,668 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１． 130,307 84,648 116,077 50,000 50,000 50,000 50,000 70,000 70,000 70,000 80,000 80,000

２． 19,708 19,834 19,960 20,086 20,213 20,342 20,471 20,601 20,731 20,862 6,902 0

３．

４．

５．

(D) 150,015 104,482 136,037 70,086 70,213 70,342 70,471 90,601 90,731 90,862 86,902 80,000

(E) 100,125 99,240 116,369 70,086 70,213 70,342 70,471 90,601 90,731 90,862 86,902 80,000

１． 73,344 72,188 85,857 45,455 45,455 45,455 45,455 75,073 76,324 78,299 73,359 72,727

２． 19,708 19,834 19,960 20,086 20,213 20,342 20,471 9,164 8,043 6,199 6,270 0

３．

４． 7,073 7,218 10,552 4,545 4,545 4,545 4,545 6,364 6,364 6,364 7,273 7,273

(F) 100,125 99,240 116,369 70,086 70,213 70,342 70,471 90,601 90,731 90,862 86,902 80,000

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G)

(H) 190,002 170,168 150,208 130,122 109,909 89,567 69,096 48,495 27,764 6,902 0 0

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 令和元年度 令和2年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

令和10年度 令和11年度 令和12年度令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

(E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

補 塡 財 源 不 足 額

工 事 負 担 金

令和3年度

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

そ の 他

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

合 計

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金


